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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

第３四半期
累計期間

第８期

会計期間
自 2022年７月１日
至 2023年３月31日

自 2021年７月１日
至 2022年６月30日

売上高 (千円) 2,224,611 2,073,684

経常損失（△） (千円) △126,057 △74,464

四半期（当期）純損失（△） (千円) △126,682 △80,276

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － －

資本金 (千円) 35,000 35,000

発行済株式総数
　普通株式
　A種優先株式

(株)
9,613,358
9,613,358

-

9,613,358
8,630,000
983,358

純資産額 (千円) 514,835 641,517

総資産額 (千円) 926,596 1,052,615

１株当たり四半期（当期）純損失
（△）

(円) △13.18 △9.17

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) - -

１株当たり配当額 (円) - -

自己資本比率 (％) 55.6 60.9

　

回次
第９期

第３四半期会計期間

会計期間
自 2023年１月１日
至 2023年３月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 2.31

(注) １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２. 当社は、第８期第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第８期第３四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

３. 持分法を適用した場合の投資利益につきましては、当社は関連会社を有していないため記載しておりませ

ん。

４. 第９期第３四半期累計期間及び第８期における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益について

は、潜在株式は存在するものの、当該株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、また、１株

当たり四半期（当期）純損失であるため、記載しておりません。

５. １株当たり配当額については、配当を実施していないため記載しておりません。

６．2023年２月17日の取締役会において、A種優先株式のすべてにつき取得することを決議し、2023年３月７日

付で自己株式として取得し、対価としてA種優先株式１株につき、普通株式１株を交付しております。また、

当社が取得したA種優先株式のすべてについて、同日付で消却しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）経営成績の状況

　当社は、「ソーシャルグッドカンパニーでありつづける」をミッションに掲げ、世の中に山積する課題を解決する

ために社会的、環境的、経済的に優れた活動を行っております。

　その主たる事業内容は、ソーシャルグッドマーケット「Kuradashi」を通じた、フードロス削減のためのマッチング

ビジネスであり、インターネットを活用することで、迅速にフードロス商材を顧客に届けることを実現しておりま

す。また、売上金の一部を社会貢献団体へ寄付をするビジネスモデルにより、社会貢献活動の活性化を図っておりま

す。

　当第３四半期累計期間における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の影響による厳しい状況が続きつつも、

世界的なワクチンの普及により国内の感染率が低下したことに加え、世界経済の改善もあり、個人消費の持ち直しが

見られております。一方、新たな変異株の出現により、各国が水際対策を講じる中、感染症拡大による国内外経済へ

の影響は依然として先行きは不透明な状況となっております。

　当社の経営環境は、食品のEC市場の動向に影響を受けておりますが、当該市場は新型コロナウイルス感染症の感染

拡大によって変化した新しいライフスタイルやワークスタイルにより当該市場への需要が高まり、成長が続いており

ます。今後においてもEC化の流れは続くと予想されることから、食品のEC市場は非常に高い成長ポテンシャルがある

と考えております。

　このような状況のもと、当事業年度は、前述の新型コロナウイルス感染症によるライフスタイルの変化に加え、地

方自治体との提携・マスメディア向けのイベント等の広報活動、会員のアクティブ率向上施策として、会員限定クー

ポンの発行、メールマガジン・SNS等を利用した販促活動により、当社のソーシャルグッドなビジネスモデルに共感す

るエシカル志向のユーザーへの認知度・利用率が高まり、当第３四半期会計期間末の累計会員数は、前事業年度末の

362,587名から462,879名に増加し、月間ＵＵは、前事業年度末の20,719名から24,622名に増加し、また、当社に商品

を納品する累計パートナー企業数は、前事業年度末の1,054社から1,319社に増加し、より魅力的な商品ラインナップ

への拡充が図られております。

　更なるユーザー体験の改善を図るためのシステム及びアプリへの開発投資や、業容拡大に耐えうる強固な事業基盤

の構築・新規事業への拡大のための積極的な人材登用、また、SNSを利用した広告宣伝活動への投資を継続的に行って

おります。

　その結果、当第３四半期累計期間の売上高は2,224,611千円、営業損失は134,048千円、経常損失は126,057千円、四

半期純損失は126,682千円となりました。

　なお、当社は「Kuradashi」運営事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしておりません。ま

た、当社は、第３四半期累計期間の業績開示を当事業年度より行っているため、前年同四半期との対比は行っており

ません。
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（２）財政状態に関する説明

（資産）

当第３四半期会計期間末の総資産は926,596千円となり、前事業年度末と比べ126,018千円の減少となりました。

流動資産は、143,096千円減少し、829,087千円となりました。主たる要因は、現金及び預金が230,758千円減少、商

品及び製品が122,959千円増加、売掛金が27,776千円減少したことによるものであります。

固定資産は、17,077千円増加し、97,509千円となりました。主たる要因は、無形固定資産が20,126千円増加したこ

とによるものであります。

（負債）

当第３四半期会計期間末の負債は411,761千円となり、前事業年度末と比べ663千円の増加となりました。

流動負債は、14,035千円増加し、367,605千円となりました。主たる要因は、買掛金が59,821千円増加、短期借入金

が30,000千円減少、預り金が19,641千円増加したことによるものであります。

固定負債は、13,372千円減少し、44,156千円となりました。

（純資産）

当第３四半期会計期間末の純資産は514,835千円となり、前事業年度末と比べ126,682千円の減少となりました。主

たる要因は、四半期純損失の計上に伴い利益剰余金が126,682千円減少したことによるものであります。

（３）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当第３四半期累計期間において、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載につ

いて重要な変更はありません。

（４）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対応すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありま

せん。

（６）研究開発活動

　該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 31,300,000

計 31,300,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年５月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,613,358 9,613,358 非上場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株となっ
ております。

計 9,613,358 9,613,358 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年３月７日
（注）

普通株式
983,358

A種優先株式
△983,358

9,613,358 ― 35,000 ― 332,949

（注）2023年２月17日の取締役会において、A種優先株式のすべてにつき取得することを決議し、2023年３月７日付で

自己株式として取得し、対価としてA種優先株式１株につき、普通株式１株を交付しております。また、当社が

取得したA種優先株式のすべてについて、同日付で消却しております。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

9,613,300
96,133

株主としての権利内容に何ら限定の
ない当社における標準となる株式で
あります。なお、単元株式数は100株
であります。

単元未満株式
普通株式

58
― ―

発行済株式総数 9,613,358 ― ―

総株主の議決権 ― 96,133 ―

② 【自己株式等】

　該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

　

　



― 8 ―

第４ 【経理の状況】

１. 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２. 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第３四半期会計期間(2023年１月１日から2023年３月31日まで)及び第３四半期累計期間(2022

年７月１日から2023年３月31日まで)に係る四半期財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビュ

ーを受けております。

３. 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４. 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７-６」の規定に準じて前年同四

半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2022年６月30日)

当第３四半期会計期間
(2023年３月31日)

資産の部

　流動資産

　 現金及び預金 781,910 551,151

　 売掛金 90,606 62,830

　 商品及び製品 64,360 187,319

　 原材料及び貯蔵品 46 2,064

　 前渡金 4,173 594

　 前払費用 14,807 20,794

　 未収入金 4,849 4,028

　 未収還付法人税等 11,340 －

　 その他 88 304

　流動資産合計 972,183 829,087

　固定資産

　 有形固定資産 12,290 16,320

　 無形固定資産 47,326 67,453

　 投資その他の資産 20,815 13,735

　 固定資産合計 80,432 97,509

　資産合計 1,052,615 926,596

　



― 10 ―

(単位：千円)

前事業年度
(2022年６月30日)

当第３四半期会計期間
(2023年３月31日)

負債の部

　流動負債

　 買掛金 122,368 182,189

　 短期借入金 30,000 －

　 １年内返済予定の長期借入金 43,439 30,375

　 未払金 20,724 17,444

　 未払費用 97,283 101,109

　 未払法人税等 640 624

　 契約負債 16,901 7,329

　 預り金 7,223 26,864

　 その他 14,990 1,667

　 流動負債合計 353,569 367,605

　固定負債

　 長期借入金 57,528 44,156

　 固定負債合計 57,528 44,156

　負債合計 411,097 411,761

純資産の部

　株主資本

　 資本金 35,000 35,000

　 資本剰余金 640,889 640,889

　 利益剰余金 △34,372 △161,054

　 株主資本合計 641,517 514,835

　純資産合計 641,517 514,835

負債純資産合計 1,052,615 926,596
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期累計期間
(自 2022年７月１日
至 2023年３月31日)

売上高 2,224,611

売上原価 1,229,667

売上総利益 994,944

販売費及び一般管理費 1,128,992

営業損失（△） △134,048

営業外収益

　 協賛金収入 5,800

　 その他 3,553

　 営業外収益合計 9,353

営業外費用

支払利息 264

　 チャージバック損失 1,055

その他 42

営業外費用合計 1,362

経常損失（△） △126,057

税引前四半期純損失（△） △126,057

法人税等 624

四半期純損失（△） △126,682
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

　（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める

経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといた

しました。なお、これによる四半期財務諸表に与える影響はありません。

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期累計期間
(自 2022年７月１日 至 2023年３月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利

益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積実効税率

を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定

実効税率を使用する方法によっております。
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自 2022年７月１日
至 2023年３月31日)

減価償却費 11,266
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(株主資本等関係)

　 当第３四半期累計期間(自 2022年７月１日 至 2023年３月31日)

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

３. 株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

　



― 15 ―

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業セグメントは、「Kuradashi」運営事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメント情

報の記載を省略しております。
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(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　財又はサービスの種類に基づき分解した売上高は以下のとおりであります。

当第３四半期累計期間(自 2022年７月１日 至 2023年３月31日)

（単位：千円）

商品販売 2,157,513

広告関連サービス 13,370

その他 53,728

顧客との契約から生じる収益 2,224,611

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 2,224,611
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第３四半期累計期間

(自 2022年７月１日
至 2023年３月31日)

１株当たり四半期純損失（△） △13円18銭

(算定上の基礎)

四半期純損失（△）(千円) △126,682

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △126,682

普通株式の期中平均株式数(株) 9,613,358

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

－

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当該株式は非上場であり、期

中平均株価が把握できないため、また、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　






	新規上場申請のための四半期報告書
	表紙
	扉
	目次
	第一部　【企業情報】
	第１　【企業の概況】
	１　【主要な経営指標等の推移】
	２　【事業の内容】

	第２　【事業の状況】
	１　【事業等のリスク】
	２　【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
	３　【経営上の重要な契約等】

	第３　【提出会社の状況】
	１　【株式等の状況】
	２　【役員の状況】

	第４　【経理の状況】
	１　【四半期財務諸表】
	２　【その他】


	第二部　【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書


